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本論文は、3部構成となっており、第 1部は第 1章と第 2章からなり中小企業の事業
承継の実態を明らかにした。次いで、第 2部は第 3章から第 6章までで事業承継制度に
おける制度面を考察した。第 3部は第 7章から第 9章までで事業承継の立場から見た非
上場株式評価について問題点と課題について考察した。本論文の構成は以下のとおりで
ある。 
序 章 研究テーマの背景・目的および論文構成 
第 1部 中小企業の事業承継 
    第 1章 事業承継の現状 
    第 2章 事業承継形態の現状と課題 
第 2部 事業承継制度 
    第 3章 欧米主要国の事業承継税制 
    第 4章 わが国の事業承継税制 
    第 5章 小規模宅地等の事業承継税制 
    第 6章 非上場株式等の新事業承継税制 
第 3部 事業承継における非上場株式評価 
    第 7章 非上場株式評価の問題点 
    第 8章 非上場株式評価の変遷 
    第 9章 非上場株式評価方式の課題 
終 章 本論文の総括 













































第 3章 欧米主要国の事業承継税制 
本章では、欧米主要国であるアメリカ、イギリス、ドイツおよびフランスが事業承継
税制についてどのような取組みをしているのか、全国法人会総連合による「わが国と主


































































































































































































































































序 章 .......................................................................................................................... 1 
 
第 1部 中小企業の事業承継 
 
第 1章 事業承継の現状 ........................................................................................... 5 
第 1節 中小企業の概観 ............................................................................................ 5 
第 2節 中小企業の事業承継を取り巻く現状 ............................................................ 9 
 
第 2章 事業承継形態の現状と課題 ..................................................................... 13 
第 1節 親族内・親族外承継の現状 ........................................................................ 13 




第 3章 欧米主要国の事業承継税制 ..................................................................... 28 
第 1節 欧米主要国における事業承継税制の現状と最近の動向 ............................. 28 
第 2節 わが国と欧米主要国事業承継税制の制度比較 ............................................ 35 
 
第 4章 わが国の事業承継税制 ............................................................................. 40 
第 1節 事業承継税制の経緯 ................................................................................... 40 
第 2節 事業承継税制と相続税の関係 ..................................................................... 46 
 
第 5章 小規模宅地等の事業承継税制 ................................................................. 57 
第 1節 小規模宅地等の相続税の課税価格計算の特例 ............................................ 57 





第 6章 非上場株式等の新事業承継税制 .............................................................. 65 
第 1節 非上場株式等に係る贈与税の納税猶予の特例 ............................................ 65 




第 7章 非上場株式評価の問題点 ......................................................................... 76 
第 1節 非上場株式評価の現状 ................................................................................ 76 
第 2節 非上場株式評価の判決事例 ........................................................................ 83 
 
第 8章 非上場株式評価の変遷 ............................................................................. 92 
第 1節 評価通達改正の経緯 ................................................................................... 92 
第 2節 評価方法の「収益基準」導入 ................................................................... 105 
 
第 9章 非上場株式評価方式の課題 ................................................................... 107 
第 1節 非上場株式評価の分類 .............................................................................. 107 
第 2節 各評価方式の課題 ..................................................................................... 110 
 
終 章  .................................................................................................................. 120 
Ⅰ 中小企業事業承継税制のあり方 ....................................................................... 120 
Ⅱ 事業承継における非上場株式評価のあり方 ..................................................... 122 
 













１ 法  令 
    所 法  所得税法 
    法 法  法人税法 
    会 法  会社法 
    法 令  法人税法施行令 
    相 法  相続税法 
    措 法  租税特別措置法 
    措 令  租税特別措置法施行令 
２ 通  達 
    所基通  所得税基本通達 
    法基通  法人税基本通達 
    相基通  相続税法基本通達 
    評基通  財産評価基本通達 
    措 通  租税特別措置法通達 
３ 判  例 
    最高裁  最高裁判所判決 
    高 裁  高等裁判所判決 
    地 裁  地方裁判所判決 
    裁 決  国税不服審判所裁決 
４ 判例集・雑誌等 
    行 集  行政事件裁判例集 
    訟 月  訟務月報 
    税 資  税務訴訟資料 
    判 時  判例時報 
    判 タ  判例タイムズ 
    シュト  シュトイエル 


















宅地の評価については、昭和 58 年（1983 年）の税制改正において、「小規模宅地等
についての相続税の課税価格の計算の特例」（昭和 58 年法律第 11 号）として制定され
た。これは、中小企業者の事業承継等を容易にするために、一定の宅地等の課税価格を
縮減する特例である4)。その後も改正が行われ5)、平成 13年（2001年）の改正により特





易にしようとするものであった6)。ところが、昭和 39 年（1964 年）に制定された評価
通達は今日に至るまで幾度となく改正されてきたが、いまだ十分でないとの指摘があっ
た7)。このような中、雇用の確保や地域経済活力の維持の観点から、中小企業の事業承
                                                  


































































































































その他の業種（②～④を除く） ３億円以下 300人以下 20人以下 
②卸売業 １億円以下 100人以下 5人以下 
③サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下 
④小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下 
出所：「中小企業基本法」 



































                                                  
2) 中小企業庁〔2007〕43-44頁。 
3) 国税庁「平成 16年分税務統計からみた法人企業の実態」（平成 17年 12月）によれば、資本金又 
は出資金が 1億円未満の企業のうち、約 95％が同族会社とされている。 
4) 自社株式の過半数を保有することで、株主総会の普通決議を可決することができ、2/3以上の保有 




































正博・黒瀬直宏・向山雅夫〔2004〕「第 4章 戦後日本の中小企業問題の推移」「第 5章 戦後日本
の中小企業発展の軌跡」84－136頁〔黒瀬執筆〕参照、西島章次・久保広正〔編著〕〔2012〕参照。 
10) 大企業は 1950年 6月に勃発した朝鮮戦争による特需と輸出急増で生産を拡大し、重化学工業の国 
際水準へと走り出した。その結果、1964 年までにあらゆる分野で国際競争力を備えた本格的な大量 
生産体制が構築された（同上、「第 4章 戦後日本の中小企業問題の推移」88 頁〔黒瀬執筆〕）。 
11) 1963年 7月 20日公布・施行、「中小企業基本法」は産業構造政策の目的に従って、わが国産業の 
国際競争力強化と産業構造高度化のために中小企業の発展を図るとし、発展の具体的な目標を中小 
















































































                                                  














































                                                  
18) 2005年 12月、業歴が 10年以上、従業員数 10名以上の非上場企業 15,000社を対象に実施した 
アンケート調査によるものである（同上、166頁）。 
19) 黒木正人〔2007〕3～4頁。 
20) 内訳は、「息子、娘に継ぐ意思がない」（個人形態 36.4％、法人形態 20.6％）、「息子、娘がいな






































23) 2012年 11月の「中小企業の事業承継に関するアンケート調査」によると、20年以上前は「親 
族内事業承継」は、小規模事業者で 94.5％、中規模企業で 91.4％となり、「親族外承継」は、小規 
模事業者で 6.5％、中規模企業で 8.7％であった。9年前になると、「親族内承継」は、小規模事業 
者で 75.7％、中規模企業で 54.1％となり、「親族外承継」は、小規模事業者で 24.3％、中規模企 













































                                                  
24) 高田・前掲注 14、15頁。 





























業用不動産が 30.7％、自社株式が 30.6％、その他事業用資産が 6.8％となり、事業用資産
が個人資産の２/３強を占めていることになる2)。中小企業においては、経営者に自社株式
                                                  






























                                                  
3) 株式会社のうち、相続税負担がゼロは 22.4％、500万円以下は 22.2％、1,000万円以下 10.4％、5,000 
万円以下は 27.1％と予想されている（同上、46頁）。 

































                                                  
7) （独）中小企業基盤整備機構が、現経営者（有効回答数 1,504社（創業者を除く））に実施したアン 
ケート結果によるものである（「事業承継実態調査」2011年 3月）。 
8) 事業承継協議会・前掲注 1、21頁。 
9) 岡田悟〔2008〕2頁。 


























それに比べて、中小企業の M＆A は 90％以上が「企業の譲渡・譲受」である。換言すれ
                                                  
11) 岡田・前掲注 9、2頁。 
12) 未上場企業間のM&A件数の推移は、1997年 185件、2006年 752件であった（中小企業庁〔2013〕 
166頁、中小企業庁〔2006〕180頁参照）。 
13) 「中小M&A過去最高」『長崎新聞』2013年 5月 14日参照、2012年 11月 19日の日本経済新聞に 
おいても、「M&A・外部人材事業承継に活用」という見出しによる、2012年 3月期のM&Aの成約 




15) 事業承継協議会・前掲注 1、22頁。 


























泉所得税 20％（国税 15％，地方税 5％）の分離課税が発生する22)。株式売却代金から源泉
所得税を差し引いた額がオーナーに帰属する【図表 2－1】。 
相続税では同族株主か否かについて、評価通達により、取得後の持株比率に応じて画一




































非上場株式の時価について、直接規定した条文はないが、実務上、法人税法第 33 条第 2
項（資産の評価替えによる評価損の損金算入）の通達を用いている。したがって、法人か
                                                  




は、売買価額の時価の 2分に 1未満の場合には取得価額は売主の取得価額を引き継ぐことになるから 









































































業権の存在が認められる」と判示している（東京高裁昭和 50年 5月 28日判決・昭和 48年（行コ） 
第 37号・税資 70号 208頁）。 
27) 杉山・櫻井・前掲注 21、92頁。 
28) 「中小企業の事業承継に関するアンケート調査」によれば、「組織形態別の後継者を決定する際 
に重視すること」を見てみると、「親族であること」と回答する割合が、個人形態では 71.5％、法 



































半数を有する株主の出席かつ出席株主の議決権の 3分の 2以上の賛成が必要である。主な決議事項 
は、株式の合併、新株予約権の募集事項の決定、定款の変更、解散、清算、組織変更、合併、会社 
分割、株式交換等である（会法 309②）。 













































































































































                                                  

























































3) ブッシュ減税法案は、ブッシュ前政権が 2001年~03年に導入した所得税や配当の減税を全所得層 
を対象に延長するほか、失業保険の給付拡充、社会保障税の税率引下げ等が柱である。海外ニュース



























                                                  





































                                                  
8) 同上、14頁。 





















（2010年）、相続税等の税収割合は 0.8％（2010年）に過ぎないとされる【図表 3－1】。 
ドイツの制度について再検証することは、わが国の事業承継税制問題解決の糸口となる
と思われる。なぜならば、ドイツ連邦裁判所（Bundesverfassungsgericht:以下「BverfG」




































相当額が評価減（相続・贈与税法；ErbStG第 13b条第 4項）とされ、結果として 15%が
課税対象となるが、その 15%についても 15万ユーロを限度額として評価額から控除を受







                                                  


















続・贈与税法；ErbStG第 13a条第 8項）23)。 
ドイツには、資産評価のために「評価法（Bewertungsgesetz；BewG）」という法律が






記価格を上回る場合には、通常の取引価格を評価額とする（評価法；BewG 第 11 条第 2
項）。また、事業承継における新たな資産評価方法として、単純収益価格方式
（Dasvereinfachten Ertragswertverfahrren）という、事業資産を事業経営の収益観点か






                                                  
23) 同上、22頁。 
24) 年間収益は、原則として、評価期日における過去 3事業年度における事業成果に基づく収益実績の 
和を 3で除して得られる平均値を用いる（評価法；BewG第 201条第 1項、第 2項）。資本化係数は、 
国債の長期利回りをベースにした基礎金利、すなわち、ドイツ連邦が直近の金利動向を基に各年初に
設定し連邦財務省が公表する金利に下方調整されて確定する（評価法；BewG第 203条第 2項、第 3
項）。 
25) フランスについては、中里実〔2010〕114－205頁、平川英子〔2010〕45－64頁、全国法人会総 
































                                                  
26) 岩崎・前掲注 11、184頁。 
 －35－ 
 






区分 日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス 










最 低 税 率 10％ 18％ 40％  7％  5％ 
最 高 税 率 55％ 40％ 30％ 45％ 























































1 基礎控除等の邦貨換算レートは、1ドル 95円、1ポンド 161円、1ユーロ 135円（2014年 1月）。 




5 課税割合は、日本は人口動態統計、国税庁統計年報書の 2011年データから、アメリカは 2008年の死 
亡者数（UScensus bureau webサイト）と 2012年の相続申告件数（IRSwebサイト）のデータ、イギ 
リスはHMRCwebサイトの 2010年~2011年のデータ、フランス、ドイツは「諸外国における事業 
承継税制」における 2010年のデータ（フランスは 2009年）。 








                                                  
































































































































































































































































                                                                                                                                             
泰〔2012〕18―22頁）。 
32) シンガポールでは、2008年 2月 15日以降相続税を廃止した結果、35%増で富裕層が増加してる。 


































                                                  


































































                                                  
8) 中小企業庁〔1981〕第 2章。 
9) 同上、第 3章。 
































力を重視する「収益還元方式」を提唱している、というものであった（毎日新聞昭和 56年 4月 2日）。 
また、同じく、「讀賣新聞」でも、後継者の経営意欲を高める一方、地価高騰に伴う税負担の増大を 
防ぐためには、①生前贈与制度の創設、②株式評価方式の合理化、③相続税の前納制度創設などを図 
る必要があるということ、などであった（讀賣新聞昭和 56年 4月 2日）。 
12) 中小企業庁・前掲注 8、第 3章。 
13) 税制調査会〔1984〕288頁参照、具体的には第 8章第 1節昭和 58年改正で後述。 
14) 同上、288頁参照、小規模宅地等の課税価格の計算の特例についてであるが、これについては第 5 
章第 1節 2で後述。 
15) 富岡・前掲注 5、38頁。 


























 そこで、上記の問題に対応するため、平成 20年（2008年）5月 9日に「中小企業にお
ける経営の承継の円滑化に関する法律」（平成 20年法律第 33号、以下「円滑化法」とい
                                                  
18) 主な措置としては、小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例（措法 69の 4）が 
挙げられる。 
19) 主な改正内容としては、第 8章の非上場株式評価の変遷（昭和 58年改正）参照。 
20) この特例（旧措法 69の 5①）は、特定同族会社株式等の課税価格を減額（10％）するものであ 




23) 廃業率について、2004年 3月 7.0％、2005年 7.4％、2006年 7.3％、開業率は、2004年 3月 















税の納税猶予制度が創設され（措法 70の 7）、21年 4月に施行された。その趣旨として、










                                                  
25) 同年 5月 13日公布、平成 20年 10月 1日施行された。 









29) 新事業承継税制は、相続税と贈与税のいずれについても、申告期限の翌日から 5年間を「経営承 
継期間」（贈与税の場合は「経営贈与承継期間」）とし、その期間中は、事業継続要件が求められて 
いる。この事業継続要件を満たさなかった場合には、納税猶予の全部確定となり、猶予税額の全額 
を利子税とともに納付することとなる（措法 70の 7の 2①、同 70の 7の 2②六）。 






















わが国の相続税は、明治 38 年（1905 年）、日露戦争の最中、戦費調達の収入源の一つ
                                                  
31) 税制調査会、平成 20（2008）年 12月 12日。 
32) 贈与税と相続税の納税猶予制度において、適用対象となる認定贈与承継会社または認定承継 
会社は、経済産業大臣の認定を受けた会社をいう。この場合の経済産業大臣の認定は、円滑化法第 
12条第 1項のうち同項第 1号（会社である中小企業者）に係るものに限った認定をいう。また、認 
定事由は、円滑化法施行規則第 6条第 1項第 7号において相続に係る事由をいう（措法 70の 7②四、 
70の 7の 2②四）。 

































                                                  
35) 日露戦争は、戦費の大部分は国債によって賄われ、その割合は約 82.5％に及んだ。しかし、国債だ 
けでは戦費を賄えないので、これに合わせて増税が行われた。非常事態に際会して、浮かび上がった 
のが相続税の創設であった。相続税法は、明治 38年（1905年）1月 1日法律第 10号をもって公布さ












































                                                  















和 62年（1987年）に 7.9%であったものが、平成 22年（2010年）には 4.2％まで低下し
ている。また、相続税の課税対象となっている場合の負担率44)も昭和 62 年には 17.4％だ






このような中、平成 25年（2013年）1月 29日に閣議決定された「平成 25年度税制改
正大綱」において、基礎控除を縮小し、課税対象を広げる方向で相続税に関する増税措置




                                                  
43) 課税割合とは、死亡者のうちに占める課税被相続人の割合をいう。昭和 62年①死亡者数 751千人 
②被相続人（課税分）59千人②／①=7.9％、平成 3年①830千人②57千人、平成 5年①879千人② 
53千人、平成 14年①982千人②44千人、平成 22年①1,197千人②50千人（財務省:相続税の課税状 
況の推移参照:http://www.mpf.go.jp/平成 26年 1月 18日）。 
44) 負担率とは、相続税の課税価格のうちに占める相続税額の課税対象額をいう。平成 62年①課税価 
格 82,509億円②相続税額 14,343億円②／①=17.4％、平成 3年①178,417億円②39,651億円、平成 
5年①167,545億円②27,768億円、平成 14年①106,397億円②12,863億円、平成 22年①104,630 
億円②11,753億円（同上）。 
45) 橋本恭之・鈴木善充〔2012〕261－262頁。 
























































年 分 昭和 62年 平成 3年 平成 5年 平成 14年 平成 22年 
課税割合  7.9％  6.8％  6.0％  4.5%  4.2% 












































                                                  
48) 末永英男〔編著〕〔2012〕6頁。 








































                                                  
52) 税制調査会〔2008〕5頁、この点については、三木義一〔1995〕1頁、同〔2002〕29頁等を参照。 















納付税額 14,880 29,000 43,880
猶予税額 14,120 14,120
課 税 価 格
　【図表4-2】納税猶予税額および納付税額
　　　　　　　　　　　　（出所）：小池（2009ｂ）290頁
相 続 税 の 総 額
相 続 税 額
内
訳
納 税 猶 予 対 象 株 式




（1）相続税の課税価格の合計額   300,000千円 
（2）相続税の総額の計算 
   300,000千円－（50,000千円＋10,000千円×2人）＝230,000千円 
   法定相続分  230,000千円×1／2＝115,000千円 
   相続税の総額 （115,000千円×40％－17,000千円）×2人＝58,000千円 
（3）各相続人の算出相続税額 
   子 A・子 B  58,000千円×150,000千円／300,000千円＝29,000千円 
Ⅱ 経営承継相続人等の納税猶予対象額の計算 




   250,000千円－（50,000千円＋10,000千円×2人）＝180,000千円 
   法定相続分  180,000千円×1／2＝90,000千円 
   相続税の総額 （90,000千円×30％－7,000千円）×2人＝40,000千円 
（3）非上場株式等の 100％に対する相続税額 
   子 A  40,000千円×100,000千円／250,000千円＝16,000千円 






   170,000千円－（50,000千円＋10,000千円×2人）＝100,000千円 
   法定相続分 100,000千円×1／2＝50,000千円 
   相続税の総額 （50,000千円×20％－2,000千円）×2人＝16,000千円 
（3）非上場株式等の 20％に対する相続税額 
   子 A  16,000千円×20,000千円／170,000千円＝1,882,352円 
３ 納税猶予税額および納付税額 
（1）子 Aの納税猶予税額および納付税額 
  ① 納税猶予税額  16,000千円－1,882,352円＝14,117,600円  → 14,120千円 
  ② 納付税額    29,000千円－14,117,600円＝14,882,400円  → 14,880千円 
（2）子 Bの納付税額  29,000千円 
 














〈設 例〉 ○相続財産の総額 3億円 
      ○上記のうち小規模宅地等の相続税評価額 1億円（特定事業用宅地等 400㎡） 
      ○小規模宅地等の減額金額 8,000万円（1億円×80％） 





      ○遺産分割  子 A 1億 5,000万円（うち 1億円が特定事業用宅地等） 
             子 B 1億 5,000万円 
【計 算】 
１ 相続税の課税価格の合計額    300,000千円－80,000千円＝220,000千円 
２ 相続税の総額の計算 
        220,000千円－（50,000千円＋10,000千円×2人）＝150,000千円 
 法定相続分  150,000千円×1／2＝75,000千円 
 相続税の総額 （75,000千円×30％－7,000千円）×2人＝31,000千円 
３ 各相続人の算出相続税額 
 子 A：31,000千円×（15,000千円－8,000千円）／220,000千円＝9,863,600円→9,860千円 

































                                                  

















































                                                  
1) 国税庁による平成 22年分の相続財産の構成比は、土地 48.4％（前年 49.7％）、現金・預貯金 23.2％
（前年 22.3％）、有価証券 12.1％（前年 12.0％）の順となっている（相続財産に占める各資産、国税






























た特例対象宅地等の面積の合計額が 400 ㎡以下であるときは 80％の減額ができる（措法
69の 4③三【図表 5－1】ロ）。 
① 相続税の申告期限においてその法人の役員（法法 2⑮に規定する役員、ただし清算人
                                                  
3) 被相続人およびその被相続人の親族その他その被相続人と特別の関係がある者が有する法人の発行 
済株式または出資の総数または総額の 10分の 5を超える数または金額の株式または出資を有する法 




























































（注）１ この減額割合は、平成 22年 4月 1日以後に相続の開始があった被相続人等に係る相続税につ 
いて適用する。ただし、平成 27年 1月 1日以後に開始する相続から特定居住用宅地等に係る特 











ただし、現行（居住用 240㎡、事業用 400㎡）は最大 400㎡限定併用であったが、25年度改 
正により平成 27年 1月 1日以後の相続・遺贈については、それぞれの限度面積（居住用 330 
㎡、事業用 400㎡）、最大 730㎡の完全併用に適用される（新措法 69の 4②四）。 
（注）４ 郵便局の敷地の用に供されている宅地等は特定事業用宅地等となる4)。 




 本特例は、昭和 50年（1975年）6月 20日付直資 5－17「事業又は居住の用に供されて
                                                  













昭和 57年（1982年）12月 23日の「昭和 58年度の税制改正に関する答申」において、
「株式評価について改善合理化を図ることとの関連で、個人が事業の用又は居住の用に供
する小規模宅地についても所要の措置を講ずるのが適当である」とされたことから、昭和
58 年に「小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例」（昭和 58 年 3 月法律











                                                  




8) 財務省・前掲注 6、177頁。また、「発展的に吸収して」ということは、「事業又は居住の用に供され 
ていた宅地の評価について」は、従来、個別通達により、通常の方法によって評価した価額の 80％ 
























昭和 63年度(1988年）の改正（昭和 63年 12月法律第 109号）より、減額割合は、事
業用宅地については 40％から 60％へ、居住用宅地については 30％から 50％にそれぞれ引
き上げられ、昭和 63年 1月 1日より適用された（旧措法 69の 3）。 
平成 4年度（1992年）の改正（平成 4年 3月法律第 14号）では、減額割合は、事業用
宅地については 60％から 70％へ、居住用宅地については 50％から 60％へそれぞれ引き上
げられ、平成 4年 1月 1日以後より適用されることになった（旧措法 69の 3）。 
平成 6年度(1994年)の改正（平成 6年 3月法律第 22号）では、減額割合は、事業用宅
地等および居住用宅地等を区別せず小規模宅地等として各々最高 80％に引き上げられた。
それにより、事業と称するに至らない不動産の貸付の用に供されていた宅地等について、
特例の適用が認められた（旧措法 69の 3）。 
                                                  
9) 北野・前掲注 7、383－385頁。 




区   分 昭和 58年 昭和 63年 平成 4年 平成 6年 平成 11年 平成 13年 平成 27年
事業用宅地 
減額割合 40％ 60% 70% 80%（注 1） 
適用対象 








減額割合 30％ 50% 60% 80%（注 1） 
適用対象 







（注 2）25年度改正により、平成 27年 1月 1日以後の相続・遺贈については、居住用宅地と事業用宅地
（不動産貸付を除く）の完全併用が可能となった。 

















                                                  
11) 相続人以外の者とは、たとえば長男の妻が遺贈により取得した場合や相続人不存在の場合に成立す 























































































































































                                                  











































































































                                                  
3) この特例の適用を受けるためには、申告期限までに納税猶予分の相続税額に相当する担保を提供し 
























① 先代経営者の（被相続人）の要件（措法 70の 7の 2①、措令 40の 8の 2①） 
                                                  
























(ｴ) 相続のあった日の翌日から 5カ月を経過する日に会社の代表者であること 














                                                  
9) この特例は、同族会社の親族内での事業承継の円滑化を支援するものであるため、推定相続人でな 
い親族（例：娘婿、孫、兄弟姉妹、甥姪）に遺贈した場合にも対象とされる（親族以外の第三者に遺 














 さらに、事業継続期間中に毎年 1回、報告基準日（相続税の申告期限から 1年を経過す
る日）の翌日から 3 カ月以内に経済産業局に対して所定の報告書を提出する必要がある。














非上場株式についての相続税の納税猶予に関して、平成 25年 3月 29日に「所得税法等
の一部を改正する法律」（平成 25年法律第 5号）が成立し、同月 30日に公布された。そ
の主な内容は、（ｱ）経済産業大臣による事前確認制度の廃止（旧措規 23の 9⑧⑪、23の
10①②⑧⑨、旧円滑化省令 6①七ト(4)(6)、八ト(3)(5)）、（ｲ）雇用維持要件について、雇用
の 8割以上を 5年間平均への緩和（新措法 70の 7の 2③二）、（ｳ）納税猶予打ち切りの場
合、利子税の負担を軽減14)（新措法 70の 7の 2の○29、新措法 70の 7の 2の○28）（ｴ）経営
承継相続人（後継者）の要件のうち、被相続人の親族であることとする要件を撤廃する（旧
                                                  
13) 認定件数は、21年度が相続 153件、贈与 29件、22年度が相続 133件、贈与 67件、23年度が相 
続 62件、贈与 72件、24年度は相続 98件、贈与 70件（推計）と推移した。利用状況をみると、相 
続税の認定申請は 381件、贈与税の認定申請は 168件（平成 20年 10月～平成 24年 9月）、中小企 
業庁HP参照。また国税庁の相続税申告実績によると、非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度適 






措法 70の 7の 2②三ｲ）等々である15)。これらの改正は、いずれも本制度の活用促進を目
的としている。（ｱ）の事前確認の廃止は平成 25年 4月 1日以降の確認申請時から適用さ




























































                                                  
17) 田中治〔2010〕103頁。 
18) 納税通信第 3339号、平成 26年 9月 22日。 





























                                                  





























 第 1節 非上場株式評価の現状 
 
１．非上場株式評価の必要性 
事業承継においては、平成 18 年（2006 年）の会社法施行に伴い1)、相続があった場合
に、相続により株式を取得した相続人に対して、会社は株式の売渡請求を行うことができ
る制度が設けられた（会社法 174条）。また、事業承継のための相続時精算課税2)で特定同
                                                  
1) 「新会社法」は改正後の会社法（平成 17年 7月 26日法律第 86号）である。 
2) 相続時精算課税制度は、生前贈与を容易にして次世代への資産の移転を促進するため創設された（平 
成 15年（2003年）3月法律第 8号）。この制度は、生前贈与について、受贈者の選択により、現行 
の贈与税制度に代えて、その選択にかかる最初の贈与を受けた年の翌年 2月 1日から 3月 15日まで 
の間に必要事項を記載した届出書を所轄税務署長に提出した場合に適用する（相法 21の 9②）。この 
制度の適用対象となる贈与者は、65歳以上の親、受贈者は 20歳以上の推定相続人（贈与者の直系卑 
属）である（相法 21の 9①）。ただし、平成 25年改正で、平成 27年 1月 1日以後の贈与につき、贈 
与者の年齢要件を 60歳以上に引き下げ、受贈者の範囲に 20歳以上である孫が追加された（措法 70 
の 2の 5）。この贈与税の額は、選択した年以後については、現行贈与税の基礎控除 110万円を控除 
せず、特定贈与者ごとに、贈与財産の価額の合計額から非課税枠 2500万円（相法 21の 12）を控除 
 －77－ 
 



























                                                                                                                                             







































































9) 東京地裁昭和 55年 9月 3日判決（昭和 52年（行ウ）第 294号）行集 31巻 9号 1750頁、東京高 





























                                                  
12) 同上、123頁。 
13) 東京高裁平成 17年 5月 18日判決（平成 17年（行コ）第 23号）税資 255号 153頁。 
14) 高松高裁平成 16年 12月 16日判決（平成 16年（行コ）第 16号）税資 254号 354頁。 





































16) 品川・前掲注 10、116頁。 
17) 同上、14頁。 
18) 齋藤奏〔2004〕36頁。 
19) 財産評価通達が相続税・贈与税の課税標準を実質上規定する性格から、憲法 84条の租税法律主義 
に違反するのではないかとの主張に対し、判例は、「相続税法第 22条の規定が『時価』算定を課税庁 
に一任したもの、又は一任したと同視すべきものであると解することはできず」と判示し、違憲では 
ないとした（最高裁昭和 49年 6月 28日第三小法廷判決（昭和 48年（行ツ）第 69号）税資 75号 

























                                                  
20) 東京地裁平成 12年 7月 13日判決（平成 7年（行ウ）第 266号）訟月 47巻 9号 2785頁。 
21) 金子宏〔2002b〕14頁。 
22) 裁判例として、東京高裁平成 5年 3月 15日判決（平成 4年（行コ）第 93号）行集 44巻 3号 213 
頁がある。 




























  （１）事例の概要 







比準方式」により、1 株当たり 4,653 円と評価し、Q 社株式を特別の評価方式である S1














会社」に該当すると判断し、その価額を S1+S2方式によって 1株当たり 19,002円で評価
すべきとする更正処分等をした。X1 らは、本件更正処分等を不服として、国（被告）に
対し、本訴を提起した（【図表 7－1】参照）。 




本件相続開始時点で、P社は Q社の発行済株式総数 198万株のうち 83.8％を有してい
た。一方、Q社は、P社の発行済株式総数 864万株のうち 74.7％を有していた。 


























































                                                                                                                                             
らにつき国税通則法 65条 4項に規定する正当な理由が認められるか否か、などであった。 
































                                                  




























○ア その株式の評価方式を純資産価額方式または S1＋S2方式によるべきこととした 
こと。 
































                                                  





数値は 16.31％であり、本件判定基準とされる 25％と比して格段に低いとまではいえない。 
 －89－ 
 

























                                                  
34) この改正は平成 25年 5月 27日以後に相続、遺贈または贈与により取得した場合について適用さ 
れることになるが、過去の相続等の申告内容に異動が生じる場合には、国税通則法の規定に基づき、 
この通達改正を知った日の翌日から2ヶ月以内に更正の請求を行うことで相続税の還付を受けること 
ができる（通法 23②三）。しかし、法定申告期限等から 5年（贈与税については 6年）を経過してい 
る場合については対象とならない（通法 70①）。 


























                                                  
36) 憲法第 30条「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ」と定められている。 
37) 憲法第 84条「新たに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件に 
 よることを必要とする」と定められている。 











































 第１節 評価通達改正の経緯 
 





が創設された。これは、昭和 25年（1950年）から 27年の 3年間実施された1)。 













①  ②および③以外の会社の株式の評価 




 ○イ 株主区分（評基通 188） 
株主区分としては、○a 同族株主4)、○b 非同族株主（同族株主以外の株主をいう）に区
分した。 





 ○エ 純資産価額方式の創設（評基通 185） 






                                                  
3) 同上、27頁。 
4) 「同族株主」とは、課税時期における評価会社の株主のうち、株主の 1人とその同族関係者の有す 
る株式の合計数がその会社の発行済株式数の 30％（最も多いグループの有する持株割合が 50％以上 















② 開業前又は休業中である会社の株式の評価（評基通 189－4） 
 「開業前又は休業中である会社の株式」の価額は、1 株当たりの純資産価額によって評
価する。 

























                                                  

























                                                  
8) 大阪地裁昭和 40年 3月 20日判決（昭和 37年（行）第 12号）行集 16巻 3号 378頁。 






10) 算式の分数式は、類似業種と評価会社の比準割合を示し、類似業種の総合判定を 100％とした場合 
において、評価会社の割合を示したものである。そのウエイトを判定するための基準として、株式投 





















Ｂ C D 0.7
【図表8-1】類似業種比準方式の算定式






























                                                  
11) 国税庁〔2000〕「財産評価基本通達等の一部改正のあらまし」（週刊税務通信№2643、28頁）。 






































                                                  
14) この控除率は、清算所得に対する法人税等が変更されるたびに変更されてきた。税率の変更につい
ては、その変遷を 112頁に記載。たとえば、42％となったのは、平成 11年 4月 1日以降であり、42%
の根拠は、清算所得に対する税率は 27.1%であるため、清算所得に対する法人税、事業税、道府県民
税および市町村民税の税率の合計が約 42%となるためである（評基通 186－2）。 

















③ 類似業種の株価について、前年の平均株価を選択できることとする（評基通 182）。 
④ 商法改正に合わせ、同族株主等の判定において、議決権のない株式を評価会社の発行
済株式数から控除する（評基通 188－3）。 
















価することができる（評基通 179(3)）、具体的には、前掲注 5に既述。 
 －99－ 
 


























 （５）平成 2年（1990年）改正（平 2．8．3直評 12・直資 2－203） 
① 純資産価額方式の適正化 
                                                  





 ○ア 評価会社が課税時期前 3年以内に取得（新築）した土地等および家屋等の価額は、
課税時期における通常の取引価額（取得価額）によって評価して純資産価額を計算す
る（評基通 185）。 







 ○ア 特定の評価会社の区分（評基通 189） 
   特定の評価会社の株式を定義し、その評価方法を定めた。 
 ○イ 特定の評価会社の株式の評価（評基通 189－2～189－5） 
   株式保有特定会社20)、土地保有特定会社21)、開業後 3年未満の会社等22)、開業前又
は休業中の会社及び清算中の会社の各株式については、原則として、純資産価額方式
によって評価する。 
 富裕税当時から昭和 58年改正に至るまで、株式評価の改正は、納税者にとって有利な 









21) 総資産にしめる土地等の割合が大会社においては 70%以上（相評ベース）、中会社においては 90％ 
以上の会社（小会社は対象としない）。純資産価額により評価（少数株主は配当還元価額による）。 

























 （６）平成 6年（1994年）改正（平 6．6．17課評 2－8） 
① 会社規模区分における従業員基準の導入（評基通 178） 
 非上場株式を評価する場合の前提となる会社規模の区分基準について、資本金 1億円基
準に代えて従業員数 100人以上の会社を大会社とする改正を行った。 






                                                  
25) 「改正株式評価通達の解説」・前掲注 1、30－31頁。 
 「評価の安全性」には、たとえば、類似業種比準価額を計算する場合には、上場企業の業種別平均 
価額を計算するときに課税時期の最終価額を評価するのではなく、課税時期の属する月以前 3カ月間 


































































 （１０）平成 18年（2006年）改正（平 18．10．27課評 2－27） 
① 類似業種比準方式 
 ○ア 類似業種の株価および各比準要素の数値は「1株当たりの資本金の額」から「1株
                                                  
29) 週刊税務通信№2643、29頁。 
30) 同上、30頁。 















 平成 18年の会社法の施行により「利益処分」の規定がなくなったことに伴い、利益処 
分を前提とした配当金および役員賞与の金額の取扱いについて削除した。 





 （１２）平成 22年（2010年）改正（平 22．6．16課評 2－18） 




合｣が 42％から 45％に改正された。 
 （１３）平成 24年（2012年）改正（平 24．3．2課評 2－8） 




当する割合が 45％から 42％に引き下げられた。 
 （１４）平成 25年（2013年）改正（平 25．5．27課評 2－20） 

































                                                  































































                                                  
1) 大会社とは、従業員数が 100人以上の会社、または、総資産価額が一定額以上で従業員数が一定数 
以下でない会社、または年間取引金額が一定額以上の会社（評基通 178）、中会社とは、従業員数が 
100人未満の会社で、純資産価額が一定額以上であるか、または年間取引金額が一定の範囲に達して 













































































































































































                                                  






の議決権総数の 25%以上である場合におけるその株主をいう（評基通 188(ニ)）。 
4) 特別の事情がある場合、他の合理的な時価の評価方法によることができるとされた判例として、相 
続税更正処分取消請求事件（純資産価格の計算上法人税等相当額を控除することの可否）東京地裁平 





b c d 大会社 0.7
A × B C D × 中会社 0.6
小会社 0.5
b, c, d ：　評価会社の１株当たりの金額















































社の議決権総数の 50％以下である場合には、この算式による 1株当たりの評価額の 80％
をもってその評価額とする（評基通 185ただし書き、179(3)）。 































うに、平成 22年 10月 1日以後に解散した法人に対する清算所得課税が廃止されたことに
より法人税額相当額を算定する際に評価差額に乗じる割合が 42%から 45％に改正された。





年 4月 1日以後の相続、遺贈または贈与により取得した非上場株式の評価に対しては 42%
に減額された9)。ただし、平成 26年度の税制改正において復興特別法人税が廃止されたこ
とに伴い、平成 26年 4月 1日以後の相続等により取得した非上場株式の評価に対しては、










































                                                  
8) 復興特別法人税は、平成 23年 12月 2日に公布された東日本大震災からの復興のための施策を実施 
するために必要な財源確保に関する特別措置法である（平成 23年法律第 117号）。 
9) 法人税等相当額を計算する場合の割合は、法人税、復興特別法人税、事業税、道府県民税および市 
町村民税の税率を基礎として計算される（評基通 186－2）。 
10) 法人税法の課税については、評価方法が明示されていないため、法基通 9－1－13（上場有価証券等 


































































                                                  
13) 日本公認会計士協会編著〔2009〕30頁。 
14) 後藤正行〔2001〕111頁。 
15) 「１株当たりの配当金額」は、直前期末以前 2年間におけるその会社の剰余金の配当金額（特別配 
当、記念配当等を除く、ただし、その金額が、2円 50銭未満のものおよび無配のものにあっては 2 
円 50銭とする）の合計額の 2分の 1に相当する金額を、直前期末における発行済株式数（1株当た 
りの資本金等の額が 50円以外の金額である場合には、直前期末における資本金等の額を 50円で除 
して計算した数によるものとする（評基通 183（一））。 




































                                                  









































最高裁平成 11年 2月 23日 
平成 10年（行）第 191号 
（税資 240号 856頁） 
純資産価額 配当還元価額 
16,743円 500円 
東京高裁平成 12年 12月 8日
平成 12年（行サ）第 180号 
（税資 249号 1035頁） 
純資産価額 配当還元価額 
17,223円 208円 
東京高裁平成 13年 1月 30日
平成 11年（行コ）第 226号 
（税資 250号 8826頁） 
純資産価額 配当還元価額 
17,078円 208円 
最高裁平成 13年 6月 28日 
平成 13年（行ツ）第 30号 
（税資 250号 8935頁） 
純資産価額 配当還元価額 
17,038円 38円 
最高裁平成 13年 6月 29日 
平成 13年（行ツ）第 70号 
（税資 250号 8937頁） 
純資産価額 配当還元価額 
17,052円 38円 
大阪高裁平成 16年 7月 28日
平成 15年（行コ）第 70号 






























                                                  
21) 東京高裁平成 12年 9月 28日判決（平成 11年（行コ）第 104号）税資 248号 1003頁。 
































                                                  































                                                  
2) ただし、平成 27年 1月 1日以降の相続等から経営承継相続人の要件から被相続人の親族であるこ








































































































なく、実質的な退職の事実がないとして、納税者の請求を棄却した（東京高裁平成 17年 9月 29日判 
決（平成 17年（行コ）第 78号）訟月 52巻 8号 2602号）、②通達の取扱いは例示であり実質的に判 
断する必要があるとされた事例（東京地裁平成 20年 6月 27日判決（平成 18年（行ウ）第 466号）、 
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